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日本土木史　エネルギー分野の年表
	年代
	事項

	
	法律・制度等（規制緩和、エネルギー政策）
	電力
	ＬＮＧ貯蔵・天然ガス輸送
	石油・石油ガス備蓄
	環境調和・国際協力

	1991年
	平成3年
	
	東扇島(LNG火力 1･2号200万kW)

南港(LNG火力 1～3号180万kW)
泊(原子力 1･2号116万kW)
	
	
	(1989:平成元年：海外電力調査会に電力国際協力センター設置)

海外電力調査会アセアンセミナー開始

	1992年
	平成4年
	
	大河内(水力 1～4号128万kW)
	
	
	「石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律」改正

	
	
	
	西群馬幹線（国内初UHV設計送電線 138km）
	
	
	

	1993年
	平成5年
	北海道南西沖地震（M7.8）
	大飯(原子力 1～4号471万kW)
	大阪ガス泉北製造所PCLNG地上式タンク（14万kL)
東京電力富津～袖ヶ浦間ガス導管(25km)
	久慈(500万kL)・志布志(175万kL)国家石油備蓄基地


	土木学会国際貢献賞開始



	
	
	
	南新潟幹線（UHV設計送電線 61km）
	
	
	

	1994年
	平成6年
	
	塩原(水力 1～3号90万kW)
	大阪ガス近畿幹線第３西部ライン(73km)
	菊間(150万kL)・串木野(175万kL)国家石油備蓄基地


	気候変動枠組条約発効

	
	
	
	能代(石炭火力 1･2号120万kW)

伊方(原子力 1～3号202万kW)
	
	
	

	1995年
	平成7年
	兵庫県南部地震（M7.3）
	奥美濃(水力 1～6号150万kW)
	東京ガス根岸工場LNG地下タンク（20万kL）
	秋田国家石油備蓄基地(450万kL)
	IEA 「水力技術と計画に係る水力実施協定」第1期（～1999）

	
	
	改正電気事業法施行

（発電部門への新規参入拡大他）

改正ガス事業法施行

　（小売りの部分自由化）
	竹原(石炭火力 1～3号130万kW)

具志川(石炭火力 1･2号31万kW)
	
	
	

	1996年
	平成8年
	電気料金改定（燃料費調整制度の導入）

ガス料金改定（原料費調整制度の導入）
	第３期電線地中化５カ年計画策定
	東京電力姉ヶ崎～千葉間ガス導管(15km)
	白島国家石油備蓄基地(560万kL)
	

	
	
	
	奥清津第二(水力 1･2号60万kW)
	
	
	

	
	
	
	姫路第一(LNG火力 5･6号144万kW)

柳井(LNG火力 1･2号140万kW)
	
	
	

	
	
	
	東群馬・南いわき幹線（UHV設計送電線 109km）
	
	
	

	1997年
	平成9年
	
	川越(LNG火力 1～4号480万kW)

松浦(石炭火力 1･2号200万kW)

柏崎刈羽(原子力 1～7号821万kW)

玄海(原子力 1～4号348万kW)
	
	
	気候変動枠組み条約第３回締結国会議（COP3）

「環境影響評価法」公布・施行

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」公布・施行

	1998年
	平成10年
	
	沖縄やんばる(海水揚水3万kW)

奥多々良木増設(水力1～6号193万kW)
	東京ガス扇島工場(20万kL)

東邦ガス西三河幹線(11km)　
	
	世界ダム委員会（WCD）設立



	
	
	
	知内(重油火力 1･2号70万kW)

原町(石炭火力 1･2号200万kW)

横浜(LNG火力 5～8号333万kW)

七尾太田(石炭火力 1･2号120万kW)

三隅(石炭火力 1号100万kW)

新大分(LNG火力1～3号230万kW)
	
	
	

	
	
	
	船橋内陸部管路（国内初500kV地中線 15km）
	
	
	

	1999年
	平成11年
	改正ガス事業法施行（自由化範囲拡大他）


	「原子炉規制法」改正、「原子力災害対策特別措置法」制定
	東京ガス京浜・横浜幹線(54km)


	
	

	
	
	
	葛野川(水力 1･2号80万kW)
	
	
	

	
	
	
	東群馬変電所(11ha)・南いわき開閉所(11ha)（国内初UHV化考慮造成）

南いわき幹線（UHV設計送電線 131km）

	
	
	

	年代
	事項

	
	法律・制度等（規制緩和、エネルギー政策）
	電力
	ＬＮＧ貯蔵・天然ガス輸送
	石油・石油ガス備蓄
	環境調和・国際協力

	2000年
	平成12年
	改正電気事業法施行
（小売市場への部分自由化他）


	「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」
成立
	大阪ガス近畿幹線湾岸ライン(21km)
大阪ガス泉北製造所PCLNG地上式タンク(18万KL)
	
	IEA 「水力技術と計画に係る水力実施協
定」第2期（～2004）

	
	
	
	千葉(LNG火力 1･2号288万kW)

敦賀(石炭火力 1･2号120万kW)

大崎(石炭火力 1号26万kW)

橘湾(石炭火力 1･2号210万kW)

橘湾(石炭火力 1号70万kW)
	
	
	

	2001年
	平成13年
	
	苅田(石炭火力 1･2号74万kW)
	東京ガス新防災システム（SUPREME）

第２千葉幹線、埼北幹線(80km)

東邦ガス知多緑浜工場LNG地下タンク(20万kL)
	「石油の安定的な供給の確保のための石油備蓄法等の一部を改正する法律」施行
	土木学会国際活動奨励賞開始

	2002年
	平成14年
	「エネルギー政策基本法」公布・施行
	苫東厚真(石炭火力 1･2･4号165万kW)

碧南(石炭火力 1～5号410万kW）

女川(原子力 1～3号217万kW)
	東京ガス横浜湘南ライン、第２常総幹線(29km)
	
	

	
	
	
	台風21号・275kV香取線倒壊（基礎引揚が要因）
	
	
	

	2003年
	平成15年
	「エネルギー基本計画」閣議決定
	奥只見・大鳥増設(水力 増28.7万ｋW)
	東京ガス扇島工場3基目LNG地下タンク(20万kL)

大阪ガス近畿幹線姫路ライン、近畿幹線京滋ライン(53km)

東邦ガス知多幹線(17km)、名南幹線(13km)
	
	第３回世界水フォーラム（於滋賀県）

土壌汚染対策法施行

ＲＰＳ法施行

	
	
	
	苓北(石炭火力 1･2号140万kW)

品川(LNG火力 1号114万kW)

常陸那珂(石炭火力 1号100万kW)

金武(石炭火力 1･2号40万kW)
	
	
	

	2004年
	平成16年
	新潟県中越地震（M6.8）
	広野(重原油・石炭火力 1～5号380万kW)

舞鶴(石炭火力(1号90万kW)
	東京ガス熊谷～佐野幹線(42km)
	
	

	
	
	改正ガス事業法施行（ガス事業制度）
	中越地震・275kV中東京幹線山線被害
	
	
	

	2005年
	平成17年
	改正電気事業法施行（自由化範囲拡大他）

「原子力政策大綱」閣議決定
	神流川(水力 1号47万kW)
	東京ガス栃木ライン(53km)

東邦ガス三河幹線(16km）
	七尾(25万kL)・福島(20万kL)・神栖(20万kL)国家石油ガス備蓄基地
	景観法全面施行

IEA 「水力技術と計画に係る水力実施協定」第3期（～2009）

京都議定書発効　　京都議定書目標達成計画閣議決定

	
	
	
	東通(原子力 1号110万kW)

浜岡(原子力 1～5号488万kW)
	
	
	

	
	
	
	地すべり・500kV能登幹線鉄塔倒壊
	
	
	

	2006年
	平成18年
	経済産業省「新・国家エネルギー戦略」公表
	原子力安全委員会「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」等改訂
	大阪ガス近畿幹線滋賀ライン(46km)
	
	

	
	
	
	東新潟(LNG火力 1～4号460万kW)

志賀(原子力 1･2号190万kW)
	
	
	

	2007年
	平成19年
	新潟県中越沖地震（M6.8）
	小丸川(水力 1号30万kW)
	東邦ガス東三河幹線(15km)　
	
	

	
	
	
	中越沖地震・柏崎刈羽原子力発電所構内変圧器被害
	
	
	

	2008年
	平成20年
	
	新名古屋(LNG火力 7･8号299万kW)
	東京ガス木更津臨海ライン，中央幹線Ⅰ期(23km)

東京電力富津～東扇島間ガス導管(20km)
	150万トンLPGの国家備蓄達成
	京都議定書目標達成計画閣議改定　

低炭素社会づくり行動計画閣議決定

非化石エネルギー源の利用・化石エネルギー原料の有効利用に向けた立法閣議決定

	2009年
	平成21年
	
	川崎(LNG火力 1号150万kW)

磯子(石炭火力 1･2号120万kW)


	堺ＬＮＧ桟橋増強工事（H20.7～H21.4）

知多ＬＮＧ第二桟橋（H21年度）

東邦ガス知多緑浜工場2基目LNG地下タンク(20万kL)

東邦ガス環状幹線(117km）
	
	太陽光買取り制度開始

	2010年
	平成22年
	
	富津(LNG火力 1～4号504万kW）
	
	
	


注）水力・火力・原子力発電所は最新の号機が運開した年度を記載．1996年（平成8年）以降運開のLNG火力はコンバインドサイクル発電方式を採用






